
 

2016年8月19日 
盛岡市上下水道事業経営審議会 

盛岡市上下水道局 

マスコットキャラクター 

    「水道ぼうや」 
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施設整備計画について                
 

長期財政収支の見通し 
 

総括原価の配賦 
 

使用者サービス導入経費 
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100年先の次の世代へ安心して引き継ぐために 
 

もりおか水道施設整備構想 
           ↓ 
第三次盛岡市水道事業基本計画
（H27～36） 
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・計画的な施設の更新・改良 
 ▶経年管対策事業 
・災害対策の充実 
 ▶重要給水施設配水管整備事業 
・浄水場整備計画 
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経年化管路率（=法定耐用年数を超過した管路の延長/全管路延長×100） 

（実耐用年数 ダクタイル鋳鉄管60年） 
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経年管更新事業 
（高級鋳鉄管・硬質ポリ塩化ビニル管） 
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平成24年度 平成40年度 平成50年度 

ｍ 高級鋳鉄管と硬質ポリ塩化ビニル管の更新推移 

高級鋳鉄管 

硬質ポリ塩化ビニル管 

平成26年度 

耐震性が低い高級鋳鉄管，硬質ポリ塩化ビニル管の更新スピードを上げ，
早期耐震化を目指す。 

高級鋳鉄管 
平成40年度解消目標  

硬質ポリ塩化ビニル管 
平成50年度解消目標 

【更新計画】 
年間整備延長 12km 
年間事業費   10億円 



重要給水施設配水管整備事業 
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新庄浄水場 

米内浄水場 

松園第２配水場 

高松配水場 

【事業期間】 平成26年度～平成37年度 
【総事業費】 約58億円 
【整備延長】 約32㎞ 
【対象施設】 医療機関８施設 

要援護者収容施設13施設 

災害時に重要となる基幹病院や要援護者収容施設
（避難所）までの配水管を優先的に耐震化を推進する。 



管路の耐震化率等 
（第三次盛岡市水道事業基本計画の目標） 
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指標 
現状 

（27年度） 
中間目標 
（31年度） 

計画目標 
（36年度） 

耐震化率 
(基幹管路) 

24.9％ 
(31.0%) 

29.6％ 
(41.8%) 

34.6％ 
(46.9%) 

耐震適合率 
(基幹管路) 

47.3％ 
(68.6％) 

52.2％ 
(79.0％) 

57.3％ 
(83.6%) 

耐 震 化 率  ：東日本大震災程度の地震でも被害の生じない耐震管 
        の延長が全管路延長に占める割合 

耐震適合率：上記耐震管に地盤を考慮すると耐震性能があると 
        評価できる管を加えた延長が全管路延長に占める割合 

基 幹 管 路  ：水道事業にとって重要な管路（導水管・送水管・配水本管） 



中長期的な浄水場整備計画 
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H29 中屋敷浄水場規模縮少  

H38 中屋敷浄水場廃止 

H40
年代 

米内浄水場更新 
（緩速ろ過約100年稼働後） 

H60
年代 

生出・刈屋浄水場の統合 

H80
年代 

沢田・新庄浄水場の統合 

計画１日最大給水量と施設能力の推移 



将来の更新費用（アセットマネジメント結果） 
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第三次盛岡市水道事業基本計画（H27～36） 

     H27           H37           H47           H57           H67           H77           H87           H97           H107           H117       H121   

今後100年間の更新費用 
年平均 約24億円 



 長期財政収支の見通し 
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盛岡市水道事業財政収支の見通し … 別紙 3 

 （平成27～46年度） 
 

 



 総括原価の配賦 

  「総括原価」 ＝ 「料金総収入額」  

  ｲ 料金算定期間 

  ｳ 営業費用 

  ｴ 資本費用 

  ｱ 基本原則 

料
金
算
定
要
領 

 総括原価 

・ 合理的な給水需要予測と対応する施設計画 

・ 誠実かつ能率的な経営による適正な営業費用 

・ 水道事業の健全な運営確保に必要な資本費用 

・ 概ね将来の3年から5年を基準とする。 

「人件費」「薬品費」「動力費」「修繕費」「減価償却費」 

「資産減耗費」「その他維持管理費」「控除項目」 

「支払利息」 

「資産維持費」  資産維持費＝対象資産×資産維持率 

                ※資産維持率は3％を標準とする。 

公益社団法人日本水道協会「水道料金算定要要領」（平成27年2月） 
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（1）総括原価の算出 



 総括原価の配賦 

 控除項目（非総括原価）   「受託工事収益」「手数料」「補助金」 等 

料金算定期間の 

料 金 総 収 入 額 
総 括 原 価 ＝ 

総 括 原 価 営 業 費 用 ＝ 資 本 費 用 ＋ 

営 業 費 用 人 件 費 ＝ 薬 品 費 ＋ 動 力 費 ＋ 

修 繕 費 ＋ 減 価 償 却 費 ＋ 資 産 減 耗 費 ＋ 

その他維持管理費 ＋ 

支 払 利 息 ＝ 資 産 維 持 費 ＋ 

資 産 維 持 費 対 象 資 産 ＝ 資 産 維 持 率 × 

資 本 費 用 
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（2）総括原価のイメージ 



 総括原価の配賦 

減価償却費（千円） 

9,337,254 

準 備 料 金 水 量 料 金 

料金算定期間 4か年 

資産維持率  1.46％ 

有収水量（m
3） 

112,142,815 

1 年平均（m
3）  

28,035,704 

総括原価（千円） 

24,412,863 

1 年平均（千円） 

6,103,216 

（税抜き）  

需要家費（千円） 

2,654,063 

固定費（千円） 

20,890,064 

うち資産維持費（千円） 

33,699 

量水器関係（千円） 

952,838 

検針・集金関係（千円） 

1,701,225 

資産維持費（千円） 

3,326,695 

支払利息（千円） 

1,224,124 

維持管理費（千円） 

7,001,991 

※固定費の配分方法 

準備料金：1 － 平均給水量／浄水施設能力 ＝ 0.3516 

水量料金：平均給水量／浄水施設能力    ＝ 0.6484 

2,461,900 準備 

4,540,091 水量 

3,282,979 準備 

6,054,275 水量 

430,422 準備 

793,722 水量 

1,169,666 準備 

2,157,029 水量 

基本 
料金 

 

41.21％ 

 
従量 
料金 

 

58.79％ 

 

口
径
別
に
配
賦 

水
量
区
分
別
に
配
賦 

変動費（千円） 

868,736 
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※固定費の配分 

準備料金  7,344,967千円 

水量料金 13,545,117千円 



使用者サービス経費（試算） 

使用者サービス 

A 

 

導入経費 

B 毎年かかる経費（1 年あたり） 

合計 内容  

 1 毎月徴収制度（隔月検針）      12,133千円       4,396千円 
口座振替手数料の増 

（毎月徴収の利用率を20％と想定） 

 2 口座振替割引制度 

     （月あたり 50円） 
       4,860千円     61,463千円 

50円の割引    60,919千円 

口座振替手数料の増  544千円 

 3 基本料金の日割計算制度         891千円       8,613千円 
収入の減 

（下水道分は 6,461千円の減） 

 4 ペイジー口座振替受付 

    サービス 
        254千円        450千円 銀行手数料，端末使用料 

合計      17,884千円     65,859千円   

※初年度はA＋Bの経費を要し，次年度以降はBのみの経費を要するもの。 
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 使用者サービス導入経費（試算） 


